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１．平成23年度予算（政府案）と平成22年度当初予算の比較

Ｈ22年度予算
6,572億円

ＪＩＣＡ
運営費交付金

平成23年度政府案
6,262億円

（前年度比▲4.7%、
▲310億円）

※APEC、COP10、在外
選挙に係る平成22年度
限りの経費（112億円）を
除くと、平成23年度予算
は前年度比▲3.1%。同様
に、当該年度限りの経費
を除くと、平成22年度予
算は前年度比▲3.5%。無償資金協力

1,542億円

ＪＩＣＡ運営費交付金

無償資金協力
1,519億円

（うち特別枠194億円）
（▲1.5%、▲23億円） 無償資金協力

1,325億円

＋

454億円

元気な日本
復活特別枠

要求枠

平成23年度政府案
6,262億円

（前年度▲4.7%、
▲310億円）

（措置率70%）

うちODAは、
4,170億円

（＋0.9%、＋36億円）
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任意
拠出金

分担金・
義務的拠出金

1,049億円

運営費交付金
1,480億円

一般的な
政策経費
2,183億円

3１8億円

任意拠出金 443億円
（うち特別枠 60億円）
（＋39.2%、＋125億円）
※うちODAは422億円

（ ＋37.4%、＋115億円）

1,457億円
（うち特別枠190億円）
（▲1.6%、▲23億円）

一般的な
政策経費

計2,033億円
（うち特別枠10億円）
（▲6.9%、▲151億円）

一般的な
政策経費
2,023億円

分担金・
義務的拠出金

812億円

382億円

ＪＩＣＡ
運営費交付金

1,267億円

5,808億円
（前年度比
▲11.6%）

要求枠、
特別枠に
分けると、

分担金・
義務的拠出金

812億円
（▲22.6%、▲238億円）

443億円

任意
拠出金



２．平成23年度予算（政府案）における重点項目一覧

（２）平和安全保障上の取組

（１）新成長戦略実現のための取組

－ インフラ海外展開の基盤整備支援
－ 我が国の環境・エネルギー技術の海外展開支援、

総合的な資源エネルギー確保戦略の推進
－ ＥＰＡ・ＦＴＡ／広域経済連携、ＷＴＯ関連
－ 原子力協力の推進
－ ソフト・パワーを通じた成長機会の拡大

※赤字は「元気な日本復
活特別枠」事業として予算
計上している項目。

－ 日米関係
－ 東アジア外交
－ アフガニスタン支援
－ 核軍縮・不拡散
－ 平和構築／海賊・テロ対策

（４）海外における外交実施体制の強化・最適化

－ 在外公館の拠点性の強化、主要国と遜色のない在外公館体制の整備
－ 人的体制の最適化

（３）グローバル化の負の側面への対応

－ ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成／人間の安全保障の推進
（アフリカ支援、保健／教育分野の支援等）
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新成長戦略への取組

ソフト・パワーを通じた
成長機会の拡大

マニフェスト

第3章 7つの戦略分野の基本方針と目標とする成果
（日本の「安全・安心」等の技術のアジアそして世界への普及）
（「アジア所得倍増」を通じた成長機会の拡大）

《21世紀日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト》
２．「環境未来都市」構想
６．パッケージ型インフラ海外展開
９．知的財産・標準化戦略とクール・ジャパンの海外展開

１０．アジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）の構築を通じた経済連携戦略

新成長戦略

◎ 特別枠： 10億円
○ 要求枠： 31億円

◎ 特別枠： 175億円
○ 要求枠： 918億円

３．「元気な日本復活特別枠」事業（総額：454億円）一覧①

Page  5

アフガニスタン支援

ミレニアム開発目標の達成/
人間の安全保障の推進

ＮＧＯとの連携

Ｐ5「強い経済」
● 総理、閣僚のトップセールスによるインフラ輸出
● クール・ジャパン
● ＥＰＡ・ＦＴＡ

Ｐ11「外交・安全保障」
● 総合安全保障、経済、文化などの分野における関係を強化することで、

日米同盟を深化
● アフガニスタンなどの平和構築に役割を果たすため、・・・
● アフリカなど途上国支援を強化するため、国際機関やＮＧＯと連携する

とともに、・・・

「新しい公共」宣言
人々の支え合いと活気のある社会。それをつくることに向けたさまざまな当事
者の自発的な協働の場が「新しい公共」である。

「新しい公共」

◎ 特別枠： 72億円
○ 要求枠： 278億円

◎ 特別枠： 197億円
○ 要求枠： 768億円

○ 要求枠： 106億円

国民生活の安定・安全



３．「元気な日本復活特別枠」事業（総額：454億円）一覧②

特別枠要望

平成23年度政府案
①措置額【要望額】

（億円）
②措置率

平成23年度政府案
①要求枠＋特別枠

（億円）
②前年度比増減率

評価

新成長戦略への取組（インフラ
海外展開の基盤整備支援、我
が国の環境・エネルギー技術
の海外展開支援）【無償資金
協力・技術協力】

①175【295】
②59% 

①1,093
②＋10% 

Ｂ
（補正措置
を含む）

インフラ海外展開は有償資金の活
用を優先することが条件

ソフト・パワーを通じた成長機 ①10【12】 ①41 Ｂ
（補正措置
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ソフト・パワーを通じた成長機
会の拡大

①10【12】
②81% 

①41
②＋27% 

（補正措置
を含む）

アフガニスタン支援【無償資金
協力・技術協力】

①72【72】
②100% 

①350
②＋18%

Ａ

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）
の達成／人間の安全保障の
推進（アフリカ支援、保健／教
育）【無償資金協力・技術協
力・世界基金への拠出金】

①197【251】
②79% 

①965
②＋21% 

Ｂ
保健・教育分野への重点化が条
件

ＮＧＯとの連携【無償資金協
力・技術協力】

①0【15】
②0% 

①106
②▲2% 

Ｄ

総計
①454【646】

②70% 



○無償資金協力・技術協力 ○無償資金協力・技術協力

要求枠（9１8億円） 特別枠（175億円）

【事業の目的・効果】
●新成長戦略に掲げられる 「強い経済」を実現するため、我が国の民間企業の開発途上国への進出を後押し、
我が国の経済成長に寄与すると共に、開発途上国の持続的な経済成長の実現を後押しする。
●アジアのインフラ需要は、2010年から2020年までに約8兆ドル発生すると見込まれており、アジアの活力を我が
国の成長につなげていくことが期待されるものである。

４．特別枠事業①： 新成長戦略への取組（インフラ海外展開の基盤整備支援、我が国の環境・エネルギー技術の海外
展開支援） 【無償資金協力・技術協力】 【要求枠＋特別枠で1,093億円（前年度比＋10％）】

（※平成22年度当初予算では996億円）
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○無償資金協力・技術協力
（１）インフラ海外展開の基盤整備 計545億円
（含む、アジア大洋州諸国支援）
（無償254億円、技協292億円）

・道路等の広域インフラ整備
・国際空港整備
・人材育成

（２）環境・気候変動問題への対応
（無償200億円、技協173億円） 計373億円

・上下水道整備
・森林保全
・廃棄物管理

○無償資金協力・技術協力
（１）インフラ海外展開の基盤整備支援 計117億円
（無償42億円、技協75億円）
・パッケージ型インフラの海外展開を支援するため、支援パッケージの策
定支援や開発途上国の環境整備、法・制度整備支援の実施

・我が国の優れた技術を活用した民間からの提案に基づいた調査・事業
の実施

（２）我が国の環境・エネルギー技術の海外展開支援 58億円
（技協58億円）
・我が国の優れた環境・エネルギー技術やシステムを開発途上国に提供
するため、政府・政策レベルでの戦略的連携（政策・制度整備支援）、人
材育成等の推進

【要求枠と特別枠の違い】
要求枠918億円はアジア大洋州諸国との協力・連携強化、環境・気候変動問題への対応のため、複数年度にわたって実施することを前提

に平成22年度以前に既に着手済みの案件及び相手国政府との関係で計画の俎上に載っている案件のために必要な経費であるのに対し、
特別枠175億円は我が国の民間企業の開発途上国への進出を後押し、我が国の経済成長に寄与することを念頭に、平成23年度から新た
に着手すべき案件を実施するために必要な経費。



【事業の目的・効果】
● 「日本」のブランド力向上、外交力強化を通じて、日本のソフト・パワー関連産業による海外展開を支援する。

（文化産業分野での生産増＋6.9兆円、雇用＋26万人（2020年時点）の実現を目指す。）

●日本語講座拡充については、以下の効果がある。
・少子高齢化が進む中で、日本語能力を持つ優秀な海外人材の大幅な増加。
・インドネシア・フィリピンとのＥＰＡの安定した運用を後押し。
・菅総理が日米同盟深化の三本柱の一つに掲げる文化・人材交流を一層強化。

○アジア諸国等における日本語教育拡充（10億円）
海外日本語講座の新規展開・運営（合計12箇所程度）及び日本語講座

特別枠（10億円）

１．大使館等でのクール・ジャパンの発信
（0.2億円）

要求枠（31億円）

４．特別枠事業②：ソフト・パワーを通じた成長機会の拡大
【要求枠＋特別枠で41億円（前年度比＋27％）】（※平成22年度当初予算では32億円）
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海外日本語講座の新規展開・運営（合計12箇所程度）及び日本語講座

現地教師訪日研修を実施（国際交流基金）。

（0.2億円）
大使館等で日本の専門家によるセミナー等

を実施。

２．国際交流基金による既存の日本語普及事業（31億円）
国際交流基金が海外日本語教員育成を通じて、各国における日

本語教育の導入・強化を支援。

【要求枠と特別枠の違い】
日本語教育：要求枠には「海外日本語教員の育成事業等を継続す

るための経費」、特別枠には「新しい一般学習者向けの講座を設け
るための経費」を計上。

・インドネシア及びフィリピンにおいて、相手国政府と協力して、ＥＰＡに
基づく看護師・介護福祉士候補者（各国最大200名）に対する訪日前の
現地での日本語教育を優先的に実施（関係省庁による総合的な改善
策の一環）。

・米国（ロサンゼルス、ニューヨーク）において、日米
文化・人材交流強化策の一環として若手日本語教員
を派遣し、一般市民向けの初級から中級までの体系
的な日本語講座を開設・運営。

・その他６箇所程度で一般市民向けの初級から中級
までの体系的な日本語講座を開設・運営。

・これらの講座の現地教師の質を向上させるための
訪日研修。



特別枠（72億円）要求枠（278億円）

【事業の目的・効果】
● 「概ね5年間で最大約50億ドル程度までの規模の支援」の国際約束を着実に実施するために必要な予算。
●アフガニスタンを再びテロの温床としないため、復興のための支援を実施。アフガニスタンが安定した平和な国
となることは、国際社会におけるテロ根絶、防止につながり、アフガニスタンの安定は日本の安全にも深く関わる
問題。

４．特別枠事業③：アフガニスタン支援 【無償資金協力・技術協力】
【要求枠＋特別枠で350億円（前年度比＋18％）】（※平成22年度当初予算では296億円）
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○無償資金協力 72億円
（１）治安

・地雷除去機材の供与

（２）再統合
・職業訓練施設整備

（３）開発
・インフラ整備：カブール首都圏整備
・農業・農村開発：灌漑施設の整備・建設
・基礎生活分野：小児感染症予防

１．無償資金協力 178億円
（１）治安

・警察機材の供与等
（２）再統合

・帰還兵士向けのコミュニティ開発支援等
（３）開発

・インフラ整備
・農業・農村開発
・基礎生活分野
・ガバナンス 等

２．技術協力 99億円

【要求枠と特別枠の違い】
要求枠278億円は複数年度にわたって実施することを前提に平成22年度以前に既に着手済みの案件及び相手国政府との関係で計画の

俎上に載っている案件のために必要な経費であるのに対し、特別枠72億円は平成23年度から新たに着手（従来よりパイロット案件として実
施した案件を本格実施する場合を含む）すべき案件を実施するために必要な経費。



【事業の目的・効果】
● 2015年までに開発途上国の貧困を半減する等8つの目標を掲げるミレニアム開発目標（MDGs）の達成に向けた支援を強化するた
め、菅総理は2010年9月にMDGs国連首脳会合において保健/教育分野における新たな支援として、2011～2015年の5年間で保健分野
において50億ドル、教育分野において35億ドルの支援を表明。また、2008年のＴＩＣＡＤＩＶにおいては2012年までに「対アフリカ支援倍
増」の国際公約を表明。本事業は、このような国際公約を達成する上で必要な予算。
●アフリカでは、4人に1人が小学校に通っておらず、7人に1人が5歳の誕生日を迎えられずに死んでしまうが、日本の保健/教育分野の
事業展開は、不就学児童や乳幼児の死亡を減らすことに貢献。さらに、国境を越えて伝播するエイズ、結核、マラリアの三大感染症は、
アフリカでの影響が甚大であるのみならず、我が国国民の健康も脅かすおそれのある課題であり、日本は世界基金への拠出を通じて
三大感染症対策に貢献。

１．無償資金協力・技術協力 計669億円 １．無償資金協力・技術協力 計137億円

要求枠（768億円） 特別枠（197億円）

４．特別枠事業④： ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成／人間の安全保障の推進（アフリカ支援、保健／教育）
【無償資金協力・技術協力・世界基金への拠出金】 【要求枠＋特別枠で965億円（前年度比＋21％）】

（※平成22年度当初予算では797億円）
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【要求枠と特別枠の違い】
要求枠768億円は①アフリカ支援、保健/教育分野の無償資金協力及び技術協力のうち、複数年度にわたって実施することを前提に平成22年度以前に

既に着手済みの案件及び相手国政府との関係で計画の俎上に載っている案件のために必要な経費、および②世界基金が2011年に行う支援のうちアジ
ア・アフリカ地域においてエイズ・結核・マラリア対策の事業継続に必要な治療薬の購入等に充てる経費。特別枠197億円は①アフリカ支援、保健/教育分
野の無償資金協力及び技術協力のうち、平成23年度から新たに着手すべき案件を実施するために必要な経費、および②世界基金が2011年に行う支援
のうち、アジア・アフリカ地域において、エイズ・結核・マラリア対策のための治療薬等の配布・管理等の実施体制の強化（人材育成等）に充てる経費。

１．無償資金協力・技術協力 計669億円
（１）アフリカ支援（無償308億円、技協214億円） 計523億円

・着手済み及び計画の俎上に載っている道路等の広域インフラ整備、
電力インフラの整備

・草の根無償
・食糧援助

（２）保健／教育（無償54億円、技協92億円） 計147億円
・保健人材センター整備
・初等教育施設整備支援
・職業訓練施設

２．世界基金 99億円
・ＨＩＶ／エイズ、結核、マラリア対策の事業

継続に必要な治療薬の購入等

１．無償資金協力・技術協力 計137億円
（１）アフリカ支援（無償46億円、技協24億円） 計70億円

・新たに着手すべき道路等の広域インフラ、電力インフラ整備
・食料増産及び農業生産性向上等への支援

（２）保健／教育（無償34億円、技協33億円） 計67億円
・母子保健・感染症対策、診療所の整備等の保健システム強化支援
・初等教育施設、教員養成校の建設等の

アクセス改善、質の向上に関する支援
２．世界基金 60億円

・ＨＩＶ／エイズ、結核、マラリア対策の事業継続
に必要な実施体制の強化支援



５．ＯＤＡ予算

平成22年度
当初予算

平成23年度
政府案

対21'増減額 対21'増減率 対22'増減額 対22'増減率

無償資金協力
1,542 1,519

（うち特別枠に194）

▲67 ▲4.2％ ▲23 ▲1.5％

技術協力
（ＪＩＣＡ運営費交付金）

1,480 1,457
（うち特別枠に190）

（単位：億円）

四捨五入の関係上、合計に不一致あり。 Page  11

（ＪＩＣＡ運営費交付金）
▲79 ▲5.0％ ▲23 ▲1.6％

分担金・拠出金
514 607

（うち特別枠に60）

12 ＋2.4％ ＋92 ＋18.0％

援助活動支援等
（国際交流基金及びＯＤＡ一般事務経費)

598 588
（うち特別枠に4）

▲26 ▲4.1％ ▲10 ▲1.7％

計
4,134 4,170

（うち特別枠に449）

▲229 ▲5.3％ ＋36 ＋0.9％



６．主な分担金・拠出金

平成22年度
当初予算

平成23年度
政府案

対前年度
増減率

世界エイズ・結核・マラリア対策基金拠出金 60 159
（うち特別枠に60）

＋165％

国際連合開発計画（ＵＮＤＰ）コア・ファンド拠
出金

69 73 ＋6％

国際連合人口基金（ＵＮＦＰＡ）拠出金＊ 25 24 ▲5％

国際連合児童基金（ＵＮＩＣＥＦ）拠出金 15 22 ＋47％

国際家族計画連盟（ＩＰＰＦ）拠出金＊ 10 9 ▲5％

①ミレニアム開発目標の達成 331億円（前年度比＋53％）
平成22年度
当初予算

平成23年度
政府案

対前年度
増減率

国際連合分担金 396 273 ▲31％

国際連合平和維持活動（ＰＫＯ）分担金 248 199 ▲20％

国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ)分担金 80 74 ▲8％

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）分担金 63 46 ▲26％

国際連合教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）
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国際家族計画連盟（ＩＰＰＦ）拠出金＊ 10 9 ▲5％

ＧＡＶＩアライアンス拠出金 0 8 新規

世界食糧計画（ＷＦＰ）拠出金 6 7 ＋6％

中央緊急対応基金（ＣＥＲＦ）拠出金 2 3 ＋42％

初等教育関係（ＦＴＩ）拠出金 0.7 3 ＋283％

＊印が付された拠出金については、外貨ベースで前年度同額。

平成22年度
当初予算

平成23年度
政府案

対前年度
増減率

国際連合難民高等弁務官（ＵＮＨＣＲ）拠出金 53 53 ±0％

国際連合平和構築基金拠出金 0 11 新規

国際連合ﾊﾟﾚｽﾁﾅ難民救済事業機関（ＵＮＲＷ
Ａ）拠出金

2 3 ＋42％

アフリカ連合平和基金拠出金 0.1 0.3 ＋69％

②平和構築 75億円（前度比＋18％）

国際連合教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）
分担金

47 40 ▲16％

オゾン層保護基金拠出金 25 24 ▲5％

（参考）日本の国際連合通常予算分担率は16.624％（2009年）から12.530％
（2010年）に低下。



減額66件（全体の約8割）

７．任意拠出金

国際機関をはじめ国際社会における日本の発言力を確保するとともに、分担金・義務的拠出金の減額による影響を防ぐべく、分
担金・義務的拠出金と補完関係にある任意拠出金を増額した。

また、各任意拠出金の重要性等を総合的に判断した上で優先順位を付し、特にミレニアム開発目標の達成、平和構築等に係る
任意拠出金に予算を重点配分した上で、メリハリをつけて予算を計上。

廃止

平成22年度任意拠出金：83件、318億円

平成23年度任意拠出金：84件、443億円（＋125億円、＋39％）

減額66件（全体の約8割）
（うち、対22年度比▲10％以上の削減をしているもの：44件）
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廃止

6件

対22年度比同額以上のもの 11件（全体の13％）

新規
7件

①
④

③②

○廃止した主な拠出金・・・①
・核物質等テロ行為防止特別基金拠出金・・・0.5億円
・生物多様性条約拠出金
（ポスト2010年目標達成イニシアティブ）・・・0.5億円

○減額を行った主な拠出金・・・②
【例：行政事業レビュー・公開プロセスの結果を踏まえたもの】
・国際連合地域開発センター（ＵＮＣＲＤ）拠出金・・・1.6億円（▲0.3億円、▲１７％）
・ＡＳＥＡＮ貿易投資観光促進センター拠出金・・・1億円（▲0.3億円、▲20％）
・在サハリン韓国人支援特別基金拠出金・・・1億円（▲0.7億円、▲35％）

○対２２年度比同額以上の主な拠出金・・・③
・世界エイズ・結核・マラリア対策基金拠出金・・・159億円（+99億円、＋165％）
・国際連合開発計画（ＵＮＤＰ）拠出金（コア・ファンド）・・・73億円（+4億円、＋6％）
・国際連合難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）拠出金・・・53億円（±0億円）
・国際連合児童基金（ＵＮＩＣＥＦ）拠出金・・・22億円（＋7億円、＋47％）

○平成２３年度新規計上した主な拠出金・・・④
・国際連合平和構築基金拠出金・・・11億円
・ＧＡＶＩアライアンス拠出金・・・8億円
・平和利用イニシアティブ基金拠出金・・・3億円



ＥＰＡ・ＦＴＡ／広域経済連携

計14.3億円
（14.1億円、＋1％）

ＷＴＯ

2.3億円（2.6億円、▲14％）

10.4億円（9.8億円、＋6％）

ＥＰＡ・ＦＴＡ／広域経済連携に係る各種協議等に必要な経費 2億円

●ＡＳＥＡＮ諸国を中心に11ヵ国・地域とのＥＰＡが発効。現在、インド、ペルーとは交渉が終結し、豪
州、ＧＣＣ（湾岸協力理事会）諸国とは交渉中。韓国との交渉再開、ＥＵとの交渉開始を目指して協
議中。

８．重点項目（特別枠事業以外）①： ＥＰＡ・ＦＴＡ／広域経済連携、ＷＴＯ関連

1.6億円（1.7億円、▲5％）

●2010年は日本が議長を務め、11月に横浜で首脳・閣僚会議を開催した。2011年は、議長の米国
と緊密に連携して、我が国主導で策定した横浜ビジョンの実現に向けた取組を実施していく。

ＡＰＥＣ

ＷＴＯに係る各種協議等に必要な経費 0.9億円

ＷＴＯ分担金 9億円

ＡＰＥＣ関連拠出金 1億円

ＡＰＥＣに係る各種協議等に必要な経費 0.4億円

●WTOドーハ・ラウンド交渉では、すべての加盟国が参加する多角的貿易交渉を通じて、貿易の自
由化とルール（紛争解決手続きを含む）の強化をはかり、世界の経済発展・拡大を進めることを目指
す。
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交渉中

原子力協定の締結は、我が国企業が、協定締結相手国において、予見可能性をもって安定的に
活動を行うための制度整備として重要。協定による原子力協力の枠組みの設定は、我が国企業
の受注を通じた日本経済活性化に資するものとして、将来への「投資」という意義を有する。新成
長戦略の下、我が国の原子力産業の国際的展開を積極的に支援していく観点から、二国間原子
力協定の締結に積極的に取り組んでいく。

８．重点項目（特別枠事業以外）②： 原子力協力の推進

＜署名済＞

署名済み（未発効）

【近年の進展に向けた取組】

原子力協定締結交渉推進に係る経費として、平成23年度予算（政府案）においては、
0.3億円（0.2億円、＋118％）を計上。

●ＵＡＥ、ベトナム： 実質合意済み。
●インド、南アフリカ ： 交渉中。

＜参考：発効済＞

●米、英、加、豪、仏、中、ユーラトムとの原子力協定

（注） ユーラトムにはすべてのＥＵ加盟国が参加して
いるので、すべてのＥＵ加盟国と原子力協定を
締結しているのと同様の意味を持つ。

－ 各種協議等に必要な経費 0.3億円
－ 原子力協力専門員 0.05億円
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＜署名済＞

●日露原子力協定（2009年5月署名）

●日カザフスタン原子力協定（2010年3月署名）

●日ヨルダン原子力協定（2010年9月署名）

●日韓原子力協定（2010年12月署名）



日米安全保障
1.3億円

（1.4億円、▲7％）

－ 各種協議等に必要な経費
0.3億円

－ 日米安保体制に係るセミナーを
米国において開催するための経
費 0.2億円

計4.3億円
（2.2億円、＋94％）

８．重点項目（特別枠事業以外）③： 日米関係

（括弧が付されていない数字は平成23年度政府案。括弧内の数字は平成22年度予算額及び対平成22年度比増減率。）

日米経済関係
0.32億円

（0.27億円、＋17％）

日米交流
2.8億円

（0.6億円、＋353％）

－ 各種協議等に必要な経費 0.2億円
－ 米国及びカナダに進出する日系企業関係者との意見

交換・情報共有に必要な経費 0.05億円

－ 日本人若手英語教員の米国派遣 2億円
－ 米国ＰＯＷ（戦争捕虜）の招へいに係る経費 0.3億円
－ 各種協議等に必要な経費 0.2億円
－ 桜寄贈100周年記念関連事業 0.06億円

安全保障、経済、文化・人材交流における日米同盟の深化
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アジア諸国との信頼関係構築

中国との「戦略的互恵関係」の構築

韓国との未来志向の友好･協力関係構築･推進

ＡＳＥＡＮ諸国等との二国間関係強化

各国との対話
に係る経費

25億円

計39億円
（43億円、▲9％）

－日ＡＳＥＡＮ諸国二国間協議等に必要な経費 0.3億円

－日中二国間協議等に必要な経費 0.2億円

－日韓二国間協議等に必要な経費 0.2億円

－日韓間の学術・文化交流及び青年交流の促進に必要な経費 3億円

８．重点項目（特別枠事業以外）④： 東アジア外交

北朝鮮の拉致・核・ミサイル問題への取組強化

豪州との「戦略的パートナーシップ」強化

北朝鮮をめぐる諸懸案への取組強化

25億円
（29億円、▲14％）

－日ＡＳＥＡＮ諸国二国間協議等に必要な経費 0.3億円

－日朝国交正常化交渉等に必要な経費 0.1億円

－日豪二国間協議等に必要な経費 0.3億円

地域協力（日中韓、ＡＳＥＡＮ、メコン等）に係る経費
14.0億円（13.9億円、＋0.4％）

日中韓サミット 0.5億円 地域協力に係る各種協議等に要する経費（除く日中韓サミット） 0.6億円

－朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）の国際協力銀行（ＪＢＩＣ）に対する
債務の利子補給 2億円

東アジアにおける地域協力に係る国際機関等への分担金・拠出金 12億円
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１．ＮＰＴ（核兵器不拡散条約）に基づく国際軍縮・
不拡散体制の維持・強化。5月のＮＰＴ運用検討
会議での合意事項の着実な実施に向け、国際社
会においてリーダーシップを発揮。

３．北朝鮮・イランの核問題の平和的解決に向け
た外交努力を進める。

４．ＩＡＥＡ（国際原子力機関） による核不拡散体制
の維持・強化。その他，軍縮・不拡散に係る国際的
枠組みへの協力。

ＣＴＢＴＯ準備委員会分担金 18億円
核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用検討会議のフォローアップ
に関する各種国際会議等に必要な経費 0.03億円

８．重点項目（特別枠事業以外）⑤： 核軍縮・不拡散

２．包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）を始めとする
関連条約に関連する体制強化。ＣＴＢＴ早期発効・
検証制度の整備、兵器用核分裂性物質生産禁止
条約（ＦＭＣＴ、カットオフ条約）交渉の早期開始・
妥結に向けた外交努力を強化。

枠組みへの協力。

上記を実現するための主な予算
分担金・義務的拠出金

74億円
（94億円、▲21％）

計81億円
（98億円、▲17％）

任意拠出金
4億円

（0.8億円、＋391％）

各国・国際機関等
との対話に係る経費

1.1億円
（1.2億円、▲12％）

ＩＡＥＡ分担金・拠出金 56億円
平和利用イニシアティブ拠出金 3億円

北朝鮮の核問題に関する六者会合等に必要な経費 0.04億円
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平和構築に係る任意拠出金
75億円

（64億円、＋18％）

国際連合難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）拠出金 53億円
国際連合平和構築基金拠出金 11億円（新規）

国際連合平和維持活動（ＰＫＯ）分担金
199億円

（248億円、▲20％）

国民の安全・安心の確保

平和構築

平和維持・治安回復

和平／政治プロセスの促進

国造り・開発援助

継
ぎ
目
の
な
い
取
組

８．重点項目（特別枠事業以外）⑥： 平和構築／海賊・テロ対策

計413億円
（477億円、▲13％）

任意拠出金 1.6億円
（1.8億円、▲11％）

無償資金協力・ＪＩＣＡ技術協力
計126億円（152億円、▲17％）

国際連合平和構築基金拠出金 11億円（新規）
クメール・ルージュ特別法廷国際連合信託基金拠出金 3億円

アジア海賊対策地域協力協定拠出金 0.4億円

海賊・テロ対策

国造り・開発援助 取
組

平和構築分野の人材育成

平和構築人材育成事業 2億円
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８．重点項目（特別枠事業以外）⑦：
在外公館の拠点性の強化、主要国と遜色のない在外公館体制の整備
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182 184
187 188 189 189 189 189 189 189 189 190 190 190 190 191 191 192 192 192 192
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180
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200 国の数

58

ウクライナ、アゼルバイジャン、アルメニア、ウズ
ベキスタン、カザフスタン、キルギス、タジキスタン、
トルクメニスタン、ベラルーシ、モルドバ、エストニ
ア、ラトビア、リトアニア、クロアチア、スロベニア

モンテネグロ

アンドラ、マ
ケドニア、エ
リトリア

リトアニア、ボスニ
アンゴラ

（中央アフリ

我が国が国家承認している国の数

コソボ

我が国が承認している国の数と大使館実館数の差は依然として58

モーリタニア、パラ
オ、エストニア、キ
ルギス、ベナン、
ルワンダ

東ティモール

パラオ

ボスニア・ヘルツェゴ
ビナグルジア、チェコ、スロ

バキア
（チェコ・スロバキア消
滅）
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大使館

の数

ウクライナ、ウズベ
キスタン、カザフス

タン

クロアチア

ルクセンブルク

ジャマイカ

スロバキア
リトアニア、ボスニ
ア・ヘルツェゴビナ、
ミクロネシア、ボツワ
ナ、マラウイ、マリ

スロベニア

東ティモー
ル（リベリア

廃止）

（中央アフリ
カ廃止）

カメルーン
（東ドイツ廃

止）

大使館実館数

トンガ、グルジ
ア、ラトビア、
ブルキナファソ

アゼルバイ
ジャン、モザ

ンビーク

2015年までに主要国並みの150公館体制の実現
平成23年度予算（政府案）には在ジブチ大使館、ＡＳＥＡＮ代表部、在西安出張駐在官事務所の新設に係る予算を計上。

ジブチ



８．重点項目（特別枠事業以外）⑧： 人的体制の最適化

主要国外務省との職員数比較

24,323

5,363
5,390

5,414
5,434

5,453
5,504

5,603

5,703
5,740

日本の4倍以上

5,764

外務省定員の推移

6,000
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5,764 6,742
7,742 8,600 9,500

10,019

約17,000人の差
※平成21年度の調査結果に基づくもの
（ただし、日本外務省の職員数は平成23年度末予定）

5,363

日本の
約1．5倍

平成23年度定員要求の審査結果：外務省定員は純増計24人。

（内訳）増員16０人（本省66人、在外94人）、合理化等▲136人（本省▲52人、在外▲84人）
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９．事業仕分け第3弾の結果と予算への反映状況
事業仕分け第3弾を踏まえた平成23年度概算要求からの削減額 計7億円

（１）（独）国際協力機構（JICA）運営費交付金（青年海外協力隊）
（イ） 評決結果： 見直しを行う。

（①ミスマッチの解消に向けた派遣の規模・体制の抜本的見直し、②青年海外協力協会（JOCA）との契約関係の
見直し、③国内積立金の抜本的見直し、④JICAの意識改革）

（ロ） 対応策： とりまとめコメントを踏まえ、抜本的な見直しを予定。
－ ミスマッチの解消に向け要請・選考・実施等の各段階における改善策を実施。
－ 従来ＪＯＣＡとの間で契約していた契約の競争性を更に高める。4億円削減。
－ 国内積立金を性格ごとに3つに分け、給付水準の見直しを実施。2億円削減。
－ シニア海外ボランティアの派遣経費見直し、派遣前語学研修の委託契約見直しにより2億円削減。

（２）取引契約関係（（独）国際協力機構（JICA））
（イ） 評決結果： 見直しを行う。

四捨五入の関係上、合計に不一致あり。

（削減額は平成23年度概算要求からの削減額。）
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（イ） 評決結果： 見直しを行う。
（①取引契約関係につき一層の見直し（一般競争入札への移行、契約単位の細分化等）、②情報公開につき一層
の努力）

（ロ） 対応策： とりまとめコメントを踏まえ、必要な見直しを実施。
－ コンサルタントとの委託契約（企画競争）に関し、一般競争入札（総合評価落札方式）に移行する案件を洗

い出し、契約監視委員会の点検を踏まえ、新制度を導入。企画競争を継続する案件についても、競争性・
透明性向上に向けた改善事項を実施。

－ 平成21年度に引き続き22年度も競争性のない随意契約であった全案件への競争性化導入の可能性を契
約監視委員会において点検。

－ 平成22年11月公示分から導入済みの情報公開制度について、公表対象法人の基準・公表情報を拡大。

（３）国際機関職員派遣信託基金（ＪＰＯ）拠出金
（イ） 評決結果： 見直しを行う。

（日本人職員の採用促進に向けた戦略を抜本的に見直すべく努力）
（ロ） 対応策： とりまとめコメントを踏まえ、必要な見直しを実施。

－ ＪＰＯ派遣期間終了後、国際機関への正規職員としての採用率を高める措置を講ずる。
－ 邦人職員増強のために必要な施策の実施に向け、他府省とも連携しつつ関係機関（教育機関、経済団体

等）への働きかけを検討する。



１．独立行政法人（事業仕分け第2弾を踏まえた削減額合計： 計14億円）

（１）（独）国際協力機構（JICA）
（イ） 事業仕分け第1弾のフォローアップ（①国内施設の運営費、②調査研究の経費（ＪＩＣＡ研究所を含む）、③技術協力・研修・政策

増等の経費、④人件費・旅費・事務費・業務委託費等）
評決結果： 事業規模の削減（見直しは不十分）。
対応策： ・ 本部機能の一部の研究所への移管、大阪と兵庫の国際センター統合等により、全体規模の縮減を図るととも

に、施設の管理運営に要する経費を可能な限り縮減。研修員受入事業における研修員手当のうち、現金支給
分の生活費を見直し。これらにより6億円削減。

・ 事業に不可欠な領域に特化しながら研究数を削減しつつ、研究経費を効率化。また、セミナー・シンポジウム
等へのＮＧＯ等幅広い関係者の参画機会の拡大、研究成果の厳格な検証と対外発信に努める。

・ 旅費制度見直しにより5億円削減。

１０．事業仕分け第2弾の結果と予算への反映状況①：
事業仕分け第2弾を踏まえた平成22年度当初予算からの削減額 計21億円

（ロ） 有償資金協力
評決結果： 審査機能の強化。
対応策： ・ 開発協力適正会議を設置し、円借款を含むＯＤＡ案件の適正な形成を確保する。

（ハ） 取引契約関係
評決結果： 事業規模の縮減。密接な関係にあると考えられる法人と契約する際にはしっかりした情報公開の義務づけを前提

とする。
対応策： ・ 一般競争入札への更なる移行により2億円削減。

・ ＪＩＣＡと契約する企業に情報公開を条件づけるべく、制度見直しを検討中。ＪＩＣＡとの間に一定の関係がある法
人と契約をする場合には、ＪＩＣＡからの再就職の状況、ＪＩＣＡとの取引等の状況の情報を公開する制度を平成
22年11月より導入。

（ニ） 職員宿舎
評決結果： 事業規模の縮減（事業の廃止を含めた検討）。
対応策： ・ 区分所有職員住宅の処分による管理経費の減により0.1億円削減。
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１０．事業仕分け第2弾の結果と予算への反映状況②：
事業仕分け第2弾を踏まえた平成22年度当初予算からの削減額 計21億円

（２）（独）国際交流基金
（イ） ①日本語国際センターの設置運営、海外日本語教師を対象とする日本語研修

②関西国際センター設置運営、外交官・公務員を対象とする日本語研修
評決結果： 当該法人が実施し、事業規模と国費は縮減（自己収入の拡大、人件費の見直し等）。
対応策： ・ プログラムの見直し、事業の効率化、受益者負担の増加を通じて1億円削減。

（ロ） 日本語能力試験
評決結果： 当該法人が実施し、事業規模は維持（国費への依存から一日も早く脱却）。
対応策： ・ 受験者増等により収入増を図るとともに、海外において日系企業等に積極的な広報を行う。

２．公益法人（事業仕分け第2弾を踏まえた削減額合計： 計7億円）
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２．公益法人（事業仕分け第2弾を踏まえた削減額合計： 計7億円）

（１）（財）国際協力推進協会（国際協力プラザ事業）
評決結果： 事業の廃止。ＯＤＡ広報の全体的見直し（2010年夏までに一定の結論）
対応策： ・ 事業廃止（1億円削減）。ただし、一部機能をＪＩＣＡに移管。

（２）（財）日本国際協力センター（ＪＩＣＥ）（研修監理業務、専門家等派遣業務）
評決結果： 実施機関を競争的に決定（事業規模は縮減）。年度内に見直しを行うべき。
対応策： ・ 研修監理業務、専門家等派遣支援業務等のＪＩＣＡへの直営化により、3億円削減。

（３）（財）国際開発高等教育機構（ＦＡＳＩＤ）（国際開発指導者育成高等教育事業、研修・調査研究等事業）
評決結果： 事業の廃止
対応策： ・ ①国際開発指導者育成高等教育事業の見直し、②研修事業の内製化・ＪＩＣＡ移管・廃止、③調査・研究事

業に係る調達手続きの一般競争入札への移行により、3億円削減。



（イ）新成長戦略への取組（インフラ海外展開の基盤整備
支援、我が国の環境・エネルギー技術の海外展開支援）
に資する国際協力 198億円（198億円）

①インフラ海外展開の基盤整備支援 25億円

アジアを中心とする旺盛なインフラ需要に応え、開発途上国の経済成長を
実現するため、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の支援ツールを活用し、
我が国のインフラ技術（鉄道、電力等）の海外展開を推進する。

具体的には、インフラ海外展開には、詳細な情報収集、計画策定から実施
までの戦略的な事業実施が必要であるため、鉄道、電力分野での計画策定
支援を行う。また、我が国の優れた技術の活用を目指し、民間からの提案に

（ロ）新成長戦略のための海外ＰＲ、ブランド戦略の強化

2億円

①パッケージ型インフラ海外展開等を促進するための海外テレビ等
を通じたPR活動の強化 0.8億円

パッケージ型インフラ海外展開等を促進することを目的に、海外テレビ等を
通じたＰＲ活動を行うため、テレビ広告映像の翻訳や海外テレビ局のスポット
買い上げ等を行う。

②在外公館によるプロモーション、ブランディング活動 0.9億円

（１）「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」 200億円（うちＯＤＡ198億円）

１１．平成22年度補正予算： 総額2,071億円（うちODA1,483億円）①

支援を行う。また、我が国の優れた技術の活用を目指し、民間からの提案に
基づき案件形成のための調査を行う。

②我が国の環境・エネルギー技術の海外展開支援 173億円

我が国の優れた環境・防災・エネルギー技術の海外展開支援として、こうし
た技術やシステムを開発途上国に普及・促進する。具体的には、上下水道や
廃棄物処理など我が国民間企業が有する環境技術の普及促進を行う。また、
我が国の最新衛星技術を活用して、メコン地域、インドネシア及びアマゾン河
流域国における日本企業の森林クレジット・ビジネスの展開を支援する。

②在外公館によるプロモーション、ブランディング活動 0.9億円
新成長戦略関連産業の海外展開支援及び観光客の日本への誘致活動強

化のために、在外公館施設を活用してのプロモーションや「日本」ブランドを確
立・普及させるための活動を行う。

③観光展等現地行事における日本の魅力の発信 0.1億円
費用対効果の高い国・地域において現地の観光展等の行事の機会を利用

して日本の魅力を発信する。

※括弧内はＯＤＡ
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（２）追加財政需要 1,871億円（うちＯＤＡ1,285億円）

（イ）アフガニスタン支援 506億円（484億円）

①アフガニスタン自身の治安能力向上

警察支援（警察官の給与・手当の支援、警察機材の供与等）、麻薬対策。

②元タリバーン末端兵士の社会への再統合支援

職業訓練や、アフガニスタン国内のコミュニティ向けの小規模な開発プロ
グラム等への支援。

③アフガニスタンの持続的・自立的発展のための支援

医療、保健、食糧等の基礎生活分野、インフラ・経済開発分野等の支援。

（ニ）国際連合平和維持活動（ＰＫＯ）分担金

496億円（28億円）

（ホ）朝鮮半島エネルギー開発機構拠出金 90億円
国際協力銀行（JBIC）の朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）への債

権の償還に係る経費。

（ヘ）クメール・ルージュ裁判関係経費

11億円（11億円）

１１．平成22年度補正予算： 総額2,071億円（うちODA1,483億円）②

（ロ）世界エイズ・結核・マラリア対策基金への拠出

107億円（107億円）
アジア・アフリカ地域を対象とした三大感染症対策のための緊急医療支

援。ＭＤＧｓ国連首脳会合で「当面最大8億ドル」の拠出を約束済み。

（ハ）災害対策等人道支援 654億円（654億円）

①緊急災害対策・復興支援 632億円

【内訳：パキスタン251億円、ハイチ28億円、アフリカ353億円】

平成22年1月中旬に発生したハイチ大地震、7月末から発生したパキスタ
ンの記録的豪雨による大規模洪水、アフリカにおける紛争や政情不安、干
ばつ・洪水等の自然災害の影響に対処するために必要な支援。

②中東和平実現のためのパレスチナ緊急人道支援 22億円

平成22年9月に再開したイスラエル・パレスチナ間の和平交渉を下支え
するため、パレスチナの急速に悪化する雇用状況改善のための支援。

※括弧内はＯＤＡ

11億円（11億円）
深刻な資金不足に陥っているクメール・ルージュ裁判の継続のための経

費。

（ト）遺棄化学兵器・安全対策等特別調査 7億円
遺棄化学兵器の埋設地点のうち、安全対策の観点から特に緊急性のあ

る案件につき特別調査を実施し、事故の発生や周辺住民への環境被害等
を防止するための緊急措置を実施する。

※括弧内はＯＤＡ

＜過去の外務省所管補正予算額の推移＞
平成21年度第2次： 2,505億円（1,458億円）
平成21年度第1次： 536億円（496億円）

※うち103億円（84億円）が執行停止。
平成20年度： 2,241億円 （1,060億円）
平成19年度： 2,078億円 （765億円）
平成18年度： 1,833億円 （862億円）
平成17年度： 1,304億円 （323億円）
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